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A. 研究目的 

 平成 29 年度、令和元年、令和２年度の調

査により、自治体、企業、協会けんぽ、大

学で女性特有の疾患に着目した健康支援の

実施率はあまり高くないことが確認された。

その理由として専門知識のある担当者が配

置されていない、どのように取り組んだら

良いかわからないなどの理由であった。ま

た、自治体や企業によって、女性の健康課

題として取り上げている項目の種類や内容

も異なっていた。さらに、女性の健康支援

についての事業の評価指標としては、実施

件数や、参加者数など実施状況の指標が集

計されていた。成果指標としては、子宮頸

がん検診受診率と乳がん検診受診率のみ設

定されており、その他の女性の健康事業に

ついては母子保健事業に関連するもの以外

は設定されていないため、事業の成果が不

明であった。 

 以上のことから、本研究の目的は、自治

体・企業・協会けんぽ・教育機関の担当者

を対象として女性の健康支援の手順書（案）

を作成した。 

平成 29 年度、令和元年、令和２年度の調査により、女性特有の疾患に着目した健康支

援の実施率はあまり高くないことが確認された。その理由として専門知識のある担当者

が配置されていない、どのように取り組んだら良いかわからないなどの理由であった。

このため本研究では、自治体・企業・協会けんぽ・教育機関の担当者を対象として女性

の健康支援の手順書（案）を作成した。手順はロジックモデルを参考に⼥性の健康⽀援
事業の計画⽴案、実施、評価、改善までの⼿順を記述し、評価指標には⽂献レビューよ
り得られた指標等を健康課題ごとに活⽤できるように⼀覧表にした。また、教育内容に
ついては、全問知識ない担当者にも活⽤できるように厚⽣労働省科学研究等のホームペ
ージを紹介した。実⽤性や効果については今後検討が必要である。 
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B. 研究方法 

 佐藤（2021）の自治体向けおよび Ball

（2017）のプラマリケアのロジックモデル

の作成手順を参考に作成した。対象は、自

治体、企業・協会けんぽ、および中学校、

高等学校、大学など教育機関とした。 

支援の対象となる健康課題は、平成 29

年、令和２年の自治体、企業、協会けんぽ

の実態調査、および文献レビューに基づき、

自治体向けは生涯を通じた女性の健康、プ

レコンセプションケア、ライフプラン、思

春期の心と身体、若年妊娠・中絶（望まな

い妊娠）、避妊・中絶、不妊症（妊孕妊・娠

適齢期）、妊娠・出産 （周産期異常）、月

経異常（月経前症候群(PMS)月経困難症）、

痩せ・肥満、鉄欠乏性貧血、STD・AIDS、

暴力・DV、乳がん、子宮頸がん、子宮内膜

症、子宮筋腫、子宮体癌、卵巣がん、更年

期症状、骨粗鬆症 の 21 種類を設定した。

精神障害や生活習慣病など男女共通で、自

治体の支援が普及している健康課題は除外

した。このうち、中学校〜大学向けには 13

項目、企業・協会けんぽ向けには 18 項目を

設定した。 

初期成果の指標は、知識・スキルの向上

を示す指標である。本科研の分担研究者の

女性の健康に関わるリテラシーの介入研究

のレビュー班の研究の結果、女性の健康の

リテラシー教育のアウトカム指標として用

いられていた質問紙等を参考にした。 

中間評価は、行動の変化を測定する指標

であり、自治体については入手可能な、厚

生労働省の人口動態統計や患者調査、国民

生活基礎調査等を参考にした。 

 介入内容としては令和元年、令和２年度

の調査の結果、検診、電話相談、面接相談、

メール相談、健康講座、リーフレットの配

布、ホームページでの広報、メールマガジ

ンの配信などが実施されていたためこれら

を選択した。 

 具体的な教育教材として、プレコンセプ
ションケア、鉄⽋乏性貧⾎、痩せ、婦⼈科
疾患、妊娠、不妊、更年期障害、⾻粗鬆症
など⼥性特有の疾患などを予防のための教
育はより多くの⼈に届くよう、既に厚⽣科
学研究等で作成されたホームページの情報
の認知度を⾼め、活⽤することを促した。 

 平成 29 年度の自治体の好事例では、思春

期対象には中学〜高校、医療機関、助産師

会との連携がされていた。また、企業の事

例では協会けんぽや産婦人科、病院との連

携が報告されていた。また、受診やセルフ

ケア行動の変化には、知識のみならず、⾝
近な医療従事者や家族、友⼈から勧奨の影
響が強いことから、対象者が日常生活を送

る、学校、職場での対面教育の影響も強い

ため、デジタルな情報提供のみならず、こ

れらの連携を促すフォーマットを作成した。 

  

C. 研究結果  

 自治体、企業・協会けんぽ、教育機関の

担当者に向けた４種類の手順書を作成した。 

（別紙参照） 

 

D. 考察および E. 結論 

 この⼥性の健康⽀援のロジックモデルの
⻑所は、⼥性の健康⽀援の課題の種類を標
準化したこと、評価指標の標準化を試みた
ことであり、今後このような様式が、⾃治
体等で、広く活⽤されると、統⼀した様式
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で実施状況とその効果を把握することか可
能になることが期待される。⼀⽅で、更年
期の症状の把握や各健康課題の知識の状態
を把握する指標としては、⽂献により様々
な質問紙が使⽤されているため、信頼性と
妥当性の評価を⾏い、最適な指標数を限定
して推奨できるようにする必要がある。 
また、今後、ホームページや web教材を
閲覧した後に知識、スキルの質問紙に、
google フォーム等電⼦媒体で回答を集計す
ることで、その効果を評価する必要がある。
企業、⼤学⽣、⾮正規雇⽤者にも、保検組
合、企業、⾃治体、教育機関が連携して包
括的に⽀援するために、ホームページ等の
情報提供、利⽤者、⾃治体、企業教育機関
等が双⽅で情報共有できるシステムの構築
が必要である。 
 

F. 健康危機情報、G. 研究発表、H. 知的財

産権の出願・登録状況 

 なし 
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